
平成２６年度 第２回 島根県がん対策推進協議会

沖縄県におけるがん対策の取り組みについて
―ユイマールでつなぐ沖縄のがん対策―

琉球大学医学部附属病院がんセンター

増田 昌人



沖縄県のがん対策のお手本は島根県です
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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那覇市立病院
（地域拠点病院）

県立中部病院
（地域拠点病院）

北部地区医師会病院
（沖縄県独自の

支援病院制度）

県立宮古病院
（沖縄県独自の

支援病院制度）

北部医療圏

南部医療圏

中部医療圏

琉球大学病院
（都道府県拠点病院）

宮古医療圏

県立八重山病院
（沖縄県独自の

支援病院制度）

八重山医療圏

沖縄県のがん診療連携拠点病院と支援病院

42015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会



連携・支援 連携・支援 連携・支援 連携・支援 連携・支援

都道府県がん診療連携拠点病院
琉球大学医学部附属病院

沖縄県がん診療連携支援病院

地域がん診療連携拠点病院

北 部 医 療 圏

連携・支援 連携・支援 連携・支援 連携・支援 連携・支援

地域の医療機関 地域の医療機関 地域の医療機関 地域の医療機関 地域の医療機関

中 部 医 療 圏

沖縄県立中部病院

南 部 医 療 圏

地方独立行政法人

那覇市立病院

宮 古 医 療 圏 八重山 医 療 圏

沖縄県立宮古病院北部地区医師会病院 沖縄県立八重山病院

沖縄県におけるがん診療連携拠点病院・支援病院
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沖縄県がん診療連携協議会 委員
県拠点病院

（10名）
地域拠点病院・
支援病院（12名）

沖縄県および
各種団体（6名）

患者委員および
有識者委員（6名）

病院長 地域拠点病院長 （県政策参与（副知事相当）） 患者関係委員若干名

前副病院長 同副院長から1名 県福祉保健部長 （１）患者

看護部長 同部長から1名 医師会長 （２）患者家族

薬剤部長 支援病院長 歯科医師会長 （３）患者遺族

医療福祉支援
センター長

同副院長・部長から1名 薬剤師会長 有識者 若干名

病理部長 看護協会長 （１）がん患者会理事長

歯科口腔外科科長 （２）大学教員

骨髄移植センター長
（小児科）

（３）地元新聞社記者

事務部長

がんセンター長
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沖縄県がん診療連携協議会 ホームページ

2015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会 8



琉球大学医学部附属病院がんセンター
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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（１）就労カフェの開催①
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（１）就労カフェの開催②
日時：2014年1月19日（日）午後
主催：沖縄県地域統括相談支援センターと

国立がん研究センターがん対策情報センター
がんサバイバーシップ支援研究部

＜プログラム＞
１．高橋都先生講演
２．ステークホルダーによる沖縄県における

働くがん患者の現状報告
３．カフェタイム：お茶をしながら，

仕事や日常生活のことをみんなで話そう
（グループワーク）

４．全体発表

＜ステークホルダー＞

• 沖縄県がん患者会連合会 事務局長

• 沖縄県福祉保健部医務課 課長

• 沖縄県商工労働部雇用政策課 班長

• 沖縄労働局職業安定部 部長

• 那覇商工会議所 専務理事

• 沖縄県商工会連合会 専務理事

• 連合沖縄 副事務局長

• 琉球大学病院医療福祉支援センターMSW
• 琉球大学公衆衛生学教授，産業医
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（２）アンケート結果①
がん患者の診断時と診断後調査時の就労状況

平成26年度島根県がん対策推進協議会

全国調査も沖縄も，診断時に比べて診断後の調査時は正社員が減少した．

また，診断時に比べて診断後の調査時は無職の割合が増加した．
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13.3% 8.3% 10.0% 50.8% 17.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

退職して再就職した

退職して再就職していない

同じ職場の違う部署に異動

した
同じ職場の同じ部署に勤務

した
その他

全国調査も沖縄の回答者も，がん診断時に働いていた方の2割以上が退職した
が，半数は診断後も診断時と同職場・同部署に勤務している．

（２）アンケート結果②
がん患者の検査・治療が進む中での働き方の変化
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平成26年度島根県がん対策推進協議会

全国調査では43%，沖縄の回答者では26%が会社からの指示によるものであった．

（２）アンケート結果③
がん患者の退職・異動が決まった経緯

沖 縄

全 国
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平成26年度島根県がん対策推進協議会

（２）アンケート結果④
法人として，がん患者の就業について特に知りたい内容

担当者の知りたい情報では，「主に必要となる就業上の配慮」
「他者での取組事例」が多数を占めていた．
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その他

産業医等の産業保健スタッフとの連携方法

社内での普及啓発資材

労働者が相談できる相談窓口

従業員の受診医療機関との連携方法

法人が相談できる相談窓口

国や沖縄県における施策動向

がんそのものや治療方法等の基本的な情報

他社での取組事例

主に必要となる就業上の配慮

回答者総数 40人（複数回答）

人
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（３）事業所向け就労支援冊子
１．沖縄県から，琉球大学病院がんセンターへの委託事業

２．対象：

• 労働者を雇用する事業所の雇用主および人事労務担
当者．具体的には，雇用人数10名以上の中小企業．た
だし，被雇用者も一緒に読めることを想定して編集

３．制作

• 2013年9月から編集会議開始し，翌2014年3月完成

• 2014年3月31日発行 A4，8P，フルカラー，2万部

４．制作委員

• 社会保険労務士（沖縄県社会保険労務士会推薦）

• 沖縄県職員健康管理センター産業看護師

• 琉球大学病院がんセンター長，医師・元産業医

• 医療ソーシャルワーカー 他，計6名

５．編集協力

• 国立がん研究センターがん対策センターがんサバイ
バーシップ支援研究部

• 沖縄県がん診療連携協議会相談支援部会
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（４）沖縄県社会保険労務士会と拠点病院との
意見交換会

• 日時：2014年12月19日午前

• 場所：沖縄県社会保険労務士会事務局

• 参加者：沖縄県社会保険労務士会3名（会長，副会長，労働紛争解決センター長）

拠点病院相談支援担当者6名

琉球大学病院がん相談支援センター副センター長，担当MSW2名，

琉球大学病院がんセンター長

那覇市立病院総合相談センター長（相談支援部会長）

県立中部病院がん相談支援センター看護師

• 協議事項

１．相談支援内容

２．具体的な契約内容

３．今後の方針
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（４）社会保険労務士の病院内配置

日時：2015年2月6日～
毎週金曜日の午後

場所：琉球大学病院
がん相談支援センター

相談者：沖縄県社会保険労務士会推薦の
2名の社労士が隔週来院

対象：がん患者とその家族（事前予約制）

開始前研修会（予定）
（１）がん医療について
（２）がん対策について
（３）がん相談について

＊先ずは琉球大学病院で開始して，その後
地域拠点病院で次年度中に開始予定

2015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会 19



本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
2015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会 20



（１）院内および地域がん登録研修会
１．目的
• 院内がん登録に関する専門的な知識の習得
• 地域がん登録の届け出方法の周知
• 実務者間ネットワークの構築
• 院内がん登録実務指導者の育成

２．平均参加人数： 約70名
３．参加者職種： 診療情報管理士，医療クラーク，医師事務作業補助者，

一般事務，システム担当，施設長，医師など
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（２）がん登録を始めるにあたっての説明会

１．目的

• 施設がスムーズに地域および院内がん登録を開
始できる

• 院内がん登録を実施する施設の増加
• 地域がん登録への届け出数の増加

• 施設の管理者に地域および院内がん登録の重
要性を理解してもらう

２．実績
• 10施設で実施
• 合計参加人数：89名
• 参加者職種：病院長，副病院長，診療部長，

各科担当医，システム担当，
診療情報管理士，医療クラーク，
一般事務職員

３．結果
• 説明会を実施した10施設中9施設で，院内および

地域がん登録を開始
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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患者用緩和ケアパンフレットの作成と配布

• 緩和ケアの正しい理解と普及啓発の為に，緩和ケアについての
パンフレットを作成し，県内のがん診療を行っている全ての医療
機関へ配布を行った

• 入院するすべてのがん患者さんに配布をお願いした
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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（１）『がん患者サロン』の創設と運営

１．琉球大学病院がんセンターで直接運営：

がん患者ゆんたく会

２．以下の患者サロンは，琉球大学病院がん
センターで立ち上げ，軌道に乗ってからは，
地元の病院に運営を引き継いで頂いた

（１）中部がん患者ゆんたく会；沖縄県立中部病院

（２）やんばるがん患者ゆんたく会；北部地区医師会病院

（３）宮古がん患者ゆんたく会；沖縄県立宮古病院

（４）石垣がん患者ゆんたく会；沖縄県立八重山病院
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（２）患者必携 地域の療養情報；
おきなわ がんサポート ハンドブック①

• 旧「がん対策推進基本計画」 （2007年6月策定）にて，その作成等が定められたのが
きっかけで作成された

• がん患者にとって必要ながんに関する情報を取りまとめた冊子で，がんと診断された
すべての方に，患者必携に含まれる情報を届けることで，患者がより良い療養生活を
送ることを目指している

平成26年度島根県がん対策推進協議会

相談窓口などの情報をとりまと
めた『地域の療養情報』（無料）
（A5判サイズ）2014年3月発行

自分らしい向き合い方を考えていく
ために読む『がんになったら手にとる
ガイド』 （951円） 2013年9月発行

聞いたり調べたりして理解したことを
書きとめて整理する『私の療養手帳』
（ガイドに附属）2013年9月発行
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（２）患者必携 地域の療養情報；
おきなわ がんサポート ハンドブック②

• 厚労科研「患者・家族・国民の視点に立った自立支援型がん情報の普及のあり方に
関する研究」班が， 「地域の療養情報」の企画・製作・臨床試験を行った．茨城，栃木，
静岡，愛媛県版を先行して試作し，次に高知と沖縄県版を試作した．

• 『おきなわがんサポート ハンドブック』は，沖縄県内の治療や療養生活に役立つ身近
な相談窓口などの情報をとりまとめた冊子

• 沖縄県・沖縄県がん診療連携協議会・琉球大学病院がんセンターの三者が共同で２
０１１年３月に2万部発刊．以後も，毎年2万部発行，無料配布中

• 拠点病院を中心にがん患者とその家族に担当医等から無料配布を開始．患者必携
「地域の療養情報」の発行，無料配布は国内初．
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（３）医師向け「がん診療におけるチェックリスト」の発行・配布

• 『おきなわがんサポートハンド
ブック（第2版）』の無料配布開

始にあたり，一部のがん患者さ
んがこのチェックリストを利用す
ることが想定されるため，これを
翻案して「患者のためについて
医師むけパンフレット」を製作し
た

• ２０１２年１２月より，がん診療を
行っている全ての医療機関の，
全ての医師へ配布を行った．

• これにより，医療者側の意識の
変化をねらいとする
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
2015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会 30



（１）がん地域連携クリティカルパスの作成と運用①

312015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会



（１）がん地域連携クリティカルパスの作成と運用②
地区医師会のHPで募集

2015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会 32



（２）医療計画のための医療機能調査票の作成と分析①

＜概 要＞

• 県内における医療機関の配置状況や機能の分布状況等を
把握することにより，沖縄県保健医療計画改定の基礎資料
をすることが目的である．

• 調査票の作成については各疾患に係る専門知識が必要をと
なることから，調査票のがんの部分は沖縄県がん診療連携
協議会に協力依頼があった．

＜依頼内容＞

• 胃・大腸・肝・肺・乳・子宮・その他のがんについての医療機
能調査票を作成する．
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（２）医療計画のための医療機能調査票の作成と分析②
沖縄県医療機能調査票（大腸癌部分）
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（３）医療計画のための専門医療機関選定①

＜概 要＞

• 沖縄県では，平成25年4月施行予

定の新たな沖縄県保健医療計画の
見直し作業を進めていた．

• その中のがん，糖尿病，急性心筋
梗塞，脳卒中の各病期を担う医療
機関の選定基準の検討について，
各疾患に係る専門知識が必要をと
なることから，がんの部分は沖縄県
がん診療連携協議会に協力依頼が
あった．

＜検討内容＞

• がんの現状と課題・施策の方向性
について

• がん医療体制に関する医療機関選
定要件について
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日 程 内 容

2012年
9月5日

沖縄県福祉保健部から沖縄県
医師会に協力依頼

10月24日
沖縄県医師会から沖縄県がん
診療連携協議会に検討依頼

10月29日 胃癌ＷＧを開催し検討開始．

11月7日 子宮癌ＷＧを開催し検討開始．

11月12日 乳癌ＷＧを開催し検討開始．

11月19日 大腸癌ＷＧを開催し検討開始．

11月21日 肝癌ＷＧを開催し検討開始．

11月22日 肺癌ＷＧを開催し検討開始．

メーリングリストを利用して検討

2012年
2月20日

ＷＧ案を沖縄県福祉保健部およ
び沖縄県医師会に提出



（３）医療計画のための専門医療機関選定②
専門医療機関選定基準（肺がんＷＧ案）

呼吸器専門医 かつ 呼吸器外科専門医がいる施設
呼吸器専門医（社団法人日本呼吸器学会）

呼吸器外科専門医（特定非営利活動法人日本呼吸器外科学会）

肺がんに対して以下を施行している施設

化学療法 かつ 放射線療法

肺がんに対する手術の実績が24例以上ある施設

（平成23年1月1日～12月31日）

４施設 選定
2015/1/30 平成26年度島根県がん対策推進協議会 36



（３）医療計画のための専門医療機関選定③
がん診療を行っている専門医療機関；ハンドブックで紹介
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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（１）がん検診啓発ポスターコンテストと
牛乳パックを利用した検診啓発

１．沖縄県内の中学生・高校生を対象，2014年度応募総数105点（18校）
２．がん診療連携協議会で審査・発表し，表彰．地元の新聞でも報道
３．拠点病院・支援病院ロビーで巡回展覧会
４．受賞作品は，ポスター（A3 各1,000枚）にしてコンビニや公共施設に掲示
５．牛乳パックにコンテスト受賞者のポスターを掲載； ㈱宮平乳業の協賛
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（２）教育現場の方への研修会

１．県立高等学校保健体育主任等研
究協議会

• 開催日：2014年4月30日

• テーマ：「学校現場におけるがん
教育について」

• 主催：沖縄県教育庁保健体育課

• 参加者：80人

２．養護教諭5年経験研修

• 開催日：2014年8月14日

• テーマ：「学校現場におけるがんに
ついて」

• 主催：沖縄県立総合教育センター

• 参加者：28人
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（３）がん検診啓発のためのラジオ番組の共同企画

１．がん征圧月間特別企画コマーシャル
• ラジオ沖縄
• 3年間，9月11～30日の20日間，がん

検診の早期受診を啓発するコマー
シャルを放送（スポンサーのご厚意に
よる）

２．がん検診啓発特別番組

• ラジオ沖縄の人気番組「チャットス
テーションL」が“受けよう！ウチナ
～！がん検診”を，普及啓発部会委
員と共同企画

• 3年間，9月下旬の（金）14：00～16：00
• 啓発部会から医師とMSWを推薦
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2014/12/06 9th JPCATS 6

（４）メディアセミナー＆メディアドクター in 沖縄

• 琉球大学病院がんセンターが主催し，メディアドクター研究会と
国立がん研究センターの協力を得て開催している．

• 医療者とジャーナリスト，患者・市民が一同に会し，医療や保健
情報の評価を通じて共通理解を形成し，その質を向上させること
を目的とする
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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（１）ロジックモデルを用いての
各専門部会の事業計画再構築作業①

• 2011年3月7～11日東京大学大学院医学系研究科医療品質評価学講座宮
田裕章教授を始めとする4名の外部有識者をお呼びして，沖縄県がん診療
連携協議会各部会の事業計画再構築作業を行った．
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相談支援部会事業計画再検討作業の様子



がんにより死亡する人の減少
がんの年齢調整死亡率（75歳未満，人口10万人当たり）を平成29
年度までに20%減少させる．

すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の
維持向上全体目標

【アウトカム目標1】
2013年3月までに県民全体の50%が，相談できる場を知っていて，2018年3月

には県民の80%が相談窓口を知っている

【目標】がん患者さんやその家族ががん相談を希望すれば，いつでもどこでも質の高いがん情報の提供や相談が受け
られ，よりよい治療法及び療養場所を選択することができる部会が担当

する分野の
課題と目標

施策毎の
アウトカム

目標

対策
項目

施策
毎の
アウト
プット
目標

施策
アク

ション
プラン

【対策項目 2】
相談の質の向上

【対策項目 1】
相談窓口の機能，役割についての

情報を患者，市民に知らせる

【対策項目 3】
運営資源の充実化

【アウトカム目標4】
①2018年3月までに

拠点病院・支援病
院に常勤で且，専
従の相談員が 1人

以上配置されてい
る②2018年3月まで

に各支援病院の常
勤相談員が最低 1
人配置されている

【アウトカム目標3】

相談員間で質の揃った対応が可能となり，その地
域に不足している資源や課題が明らかになる

【アウトカム目標2】
2018年 3月までに希

望 し て い る 患 者 の
80%がセカンドオピニ
オンを受けている．

中期目標：2013年までに県民の50%が相談窓口を知っていて，その8割ががんの悩み
を解決でき，相談窓口での対応に満足している．
指 標：①相談窓口認知度，②患者満足度
測定方法：患者満足度調査，拠点・支援病院がん相談件数の合算，分析

最終目標： 2018年までに県民の80%が相談窓口を知っていてその8割ががんの悩み
を解決でき，質の揃ったがん相談員が拠点病院，支援病院に配置されている．
指 標： ①相談窓口認知度， ②患者満足度
測定方法：患者満足度調査，拠点・支援病院がん相談件数の合算，分析

（１）ロジックモデルを用いての各専門部会の事業計画再構築作業②
相談支援部会活動計画概要（２０１２年度）
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【施策5】

相 談 支 援
センター案
内 用 の チ
ラ シ を 等
へ 配 布 す
る

【施策2】

患 者 必
携「地域
の 療 養
情報」第
2 版 を 配

布し，普
及 啓 発
活動を図
る

【施策6】

が ん に 関
する医療機
能調査の結
果を公開す
る よ う 沖 縄
県へ要望す
る

【施策11】

各支援病院の常
勤相談員の配置，
または増員

【施策1】

患 者 家 族
満 足 度 調
査実施し，
分 析 結 果
を発表し，
対 策 に 活
用する

【アウトプット
目標1】
2012年9月ま
でに100人を

対象とした調
査 を 実 施 す
る． 2013 年 3
月 ま で に 分
析 結 果 を 公
表する

【アウトプット目標
2】
2013年8月までに

各自治体，がん
治療を行 な う医
療機関，がんに
関連する施設等
を通じて，2万部
配布する

【アウトプッ
ト目標4】
2012年 8月

までにがん
専門施設と，
標 準 治 療
施 設 へ 配
布する

【アウトプッ
ト目標5】
2013 年 3 月

までに沖縄
県のホーム
ページにて
公開される
2013 年 4 月

に 協 議 会
HP へ 掲 載
する

【アウトプット目
標7】
①2012年9月ま

でに拠点・支援
病院共通のが
ん相談記入統
計様式を導入

②毎年，相談内
容 の 分 析 を 行
ない，部会計画
の改定を行なう

【 施 策
3】

患者必
携 「 地
域の療
養 情 」
第 3 版

を作成
する

【アウトプット
目標10】
2012年8月までに

沖縄県へ配置に
ついての要望書を
作成提出する

【アウトプット目
標9】
2013 年 3 月ま で

に沖縄県版のマ
ニュアル作成し，
2014 年 3 月ま で

にがん相談員を
対象としたがん
相談マニュアル
の研修会を2回
開催する

【施策4】
2012年 5月

ま で に 「 患
者 さ ん の
チェックリス
ト」について
医 療 者 向
け パ ン フ
レ ッ ト を 作
成する

【アウトプッ
ト目標3】
2013年 9月

までに患者
必携第2版

と共にパン
フレットを配
布する

【アウトプット目
標6】
2013年3月まで

に拠点・支援病
院のセカンドオ
ピニオン紹介率
が50%増加する

セカンドオピニ
オ ン 紹 介 率 調
査を分析し，公
表する

【施策8】

相 談 内 容 の
分析を行う

【施策7】
2012年3月まで

に が ん 診 療 を
行っている病院
の医師対象の
「 S.O. ア ン ケ ー

ト」の調査後の
分析を行う

【施策9】

がん相談員を
対象とした研
修会の企画，
運営を行う

【 施 策 10】 沖 縄

県がん相談支援
センター相談マ
ニュアルを作成
する

【アウトプット
目標8】
2013年4回の

研 修 会 を 実
施 し ， 100 人

が 受 講 す る
（ 2013 年 3 月

ま で に 各 拠
点 病院 主催
で3回実施す
る）



【対象】 がん診療に携わる方々も含めた全ての一般市民の皆様
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第12回フリーディスカッションの様子

第8回シンポジウムの様子

（２）がん対策に関するタウンミーティング①



（２）がん対策に関するタウンミーティング②
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開催 テーマ 日付 参加人数

第1回 みんなでがんの政策と予算を考えよう 平成21年 9月 5日（土） 46名

第2回 みんなでがんの政策と予算を考えよう 平成21年11月21日（土） 32名

第3回 みんなでがんの政策と予算を考えよう 平成22年 2月 6日（土） 55名

第4回 沖縄県がん対策予算に向けた提案書 平成22年 6月13日（土） 40名

第5回 沖縄県がん対策予算に向けた提案書 平成22年 9月 4日（土） 20名

第6回 沖縄県がん対策推進基本条例について 平成22年11月20日（日） 9名

第7回 沖縄県がん対策推進基本条例について 平成23年 2月 6日（日） 36名

第8回 沖縄県がん対策推進基本条例について 平成23年 6月11日（土） 25名

第9回 沖縄県がん対策推進基本条例について 平成23年 9月 3日（土） 18名

第10回 次期沖縄県がん対策推進基本計画について 平成24年 4月22日（日） 40名

第11回 次期沖縄県がん対策推進基本計画について 平成24年 5月20日（日） 24名

第12回 次期沖縄県がん対策推進基本計画について 平成24年 7月 7日（土） 20名

第13回 次期沖縄県がん対策推進基本計画について 平成24年 9月22日（日） 10名

参加者合計 365名

がん政策と予算等について，今後の政策事項を話し合う集会として，2009年9月から開始した．



第1回タウンミーティング
（平成22年9月5日・浦添市）

がん対策に関する患者・現場・地域の声を集約

沖縄県がん診療連携協議会
がん政策部会による部会案取りまとめ

4回のタウンミーティングより得られた
「患者・現場・地域の声」と，先行8県のが
ん条例の内容などをもとに取りまとめ

「沖縄県がん対策推進基本条例（協議会案） 」

「沖縄県がん対策推進基本条例（案）」

第2回タウンミーティング
（平成22年11月21日・宜野湾市）

第3回タウンミーティング
（平成22年2月7日・宜野湾市）

がん患者会連合会講演会
（平成22年5月16日・那覇市）

沖縄県がん診療連携協議会
（平成22年6月11日）

（患者・医療者・有識者などより構成）

第4回タウンミーティング
（平成22年6月13日・宜野湾市）

沖縄県がん患者会連合会による
条例制定に向けた意見提出・陳情活動

（３）沖縄県がん対策推進基本条例（協議会案）の立案
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（４）沖縄県次期がん対策推進計画（協議会案）の立案
タウンミーティングで頂いた意見をロジックモデルに変換
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活動（アウトプットをもたらす活動の内

容）
結果（アウトカムをもたらすために期待される活動の結果） 中間成果（目標アウトカムに資する中間的な変化）

目標成果（達成すべき目標；あ

るべき姿）

1

県は、医療用麻薬処方医療機関および

麻薬小売業免許取得薬局の調査を行

い、実態を明らかにする。

さらに、各市町村に空白地域がある場合

は、医療用麻薬の処方が可能になるよう

に、空白地域の医療機関および薬局と

調整を行う。

医療用麻薬処方医療機関が増加する。

・２６年度には、がん患者を診ているすべての医療機関で、麻薬の処方が可能となる。

麻薬小売業免許取得薬局数（現在163施設）が増加する。

・２６年度には、同薬局が、現在の1.2倍の196施設に増加する。

・２９年度には、同薬局が、現在の1.5倍の245施設に増加する。

医療用麻薬処方医療機関が、がん患者の居住地域の近くに存在する。

・２６年度には、すべての市町村に、医療用麻薬処方医療機関が存在する。

・２９年度には、すべての市町村に、2施設以上の医療用麻薬処方医療機関が存在する。

麻薬小売業免許取得薬局が、がん患者の居住地域の近くに存在する。

・２６年度には、すべての市町村に、麻薬小売業免許取得薬局が存在する。

・２９年度には、すべての市町村に、2施設以上の麻薬小売業免許取得薬局が存在する。

2

県は、医療機関や関係諸団体と調整を

行い、緩和ケア病棟の新たな開設と、緩

和ケア病床数の増加と適正な配置を行

う。

緩和ケア病棟の新たな開設（現在3施設）と、緩和ケア病床数（現在51床）が増加する。

・２６年度には、各二次医療圏に緩和ケア病棟をもつ医療機関が1施設以上あり、緩和ケア病床数が現在の1.5倍の66床と

なる。

・２９年度には、各二次医療圏に緩和ケア病棟をもつ医療機関が2施設以上あり、緩和ケア病床数が現在の2倍の102床と

なる。

緩和ケア病棟へ入院を希望するがん患者が、実際に入院できるようになる。

・２６年度には、希望するがん患者のうち70%の患者が、緩和ケア病棟に入院できる。

・２９年度には、希望するがん患者のうち90%の患者が、居住する二次医療圏内の緩和ケア病棟に入院で

きる。

3

県と拠点病院は、支援病院や医療計画

で規定された専門的がん診療施設と連

携して、緩和ケアに関する基本的な知識

を習得した医師数を増加させるために、

緩和ケア研修会およびフォローアップ研

修会を開催する。

緩和ケア研修会を修了した医療者が、毎年200人増加する。

・２６年度には、研修会修了医師数が、累計400人増加する。

・２９年度には、研修会修了医師数が、累計1,000人増加する。

病院勤務医の大多数が、緩和ケア研修会修了者となる。

・２６年度には、拠点病院勤務医の60%、専門的がん診療施設勤務医の50%、その他の病院勤務医の

40%が、研修会を修了している。

・２９年度には、拠点病院勤務医の80%、専門的がん診療施設勤務医の70%、その他の病院勤務医の

60%が、研修会を修了している。

医療用麻薬の消費量が増加する。

・２６年度には、医療用麻薬の消費量が、現在の1.5倍に増加する。

・２９年度には、医療用麻薬の消費量が、現在の3倍に増加する。

4

県は、緩和ケアチームおよび緩和ケア

チームが行う緩和ケア外来の実態調査

を行い、活動内容を明らかにする。

県は、拠点病院や関係諸団体と連携協

力して、緩和ケアチームの立ち上げおよ

び緩和ケア外来の開設に助言と協力を

行い、さらに緩和ケアチームが関わるが

ん患者数および緩和ケア外来を受診す

るがん患者数の増加のために、助言と協

力を行う。

緩和ケアチームが活動している医療機関が増加する（現在14チーム）。

・２５年度には、すべての支援病院で、緩和ケアチームが活動している。

・２６年度には、すべての専門的がん診療施設で、緩和ケアチームが活動している。

・２７年度には、緩和ケアチームの50%以上が日本緩和医療学会に登録し、さらにすべての拠点病院の緩和ケアチームは

診療報酬施設基準を満たす。

・２８年度には、すべての緩和ケアチームが日本緩和医療学会に登録し、さらにすべての支援病院の緩和ケアチームは診療

報酬施設基準を満たす。

緩和ケアチームが行う緩和ケア外来を開設している医療機関が増加する（現在3施設）。

・２５年度には、すべての支援病院で、緩和ケア外来が開設されている。

・２６年度には、専門的がん診療施設の50%以上で、緩和ケア外来が開設されている。

・２７年度には、すべての専門的がん診療施設で、緩和ケア外来が開設されている。

緩和ケアチームへの依頼件数が増加する。

・２６年度には、緩和ケアの実施件数が、現在の2倍に増加する。
・２９年度には、緩和ケアの実施件数が、現在の5倍に増加する。

緩和ケア外来を受診するがん患者が増加する。

・２６年度には、緩和ケア外来の患者数が、現在の4倍に増加する。
・２９年度には、緩和ケア外来の患者数が、現在の10倍に増加する。

5

県は、専門的がん診療施設と連携して、

それらの施設で、がん患者に対しての

「精神的痛みを含む除痛率調査」および

がん患者・家族・遺族に対しての「満足

度調査」を行う。

除痛率を測定している医療機関（現在4施設）が増加し、調査されているがん患者数が増加する。

・２６年度には、専門的がん診療施設の70%が、すべてのがん患者に対して、除痛率調査を行っている。

・２８年度には、専門的がん診療施設の100%が、すべてのがん患者に対して、除痛率調査を行っている。

「満足度調査」を施行している医療機関（現在0施設）が増加し、調査されているがん患者数が増加する。

・２６年度には、専門的がん診療施設の70%が、同施設のがん患者とその家族または遺族のうち60%が、調査に参加して

いる。

・２８年度には、専門的がん診療施設の100%が、同施設のがん患者とその家族または遺族のうち90%が、調査に参加して

いる。

除痛率を測定している医療機関で、除痛率が毎年改善される。

・２６年度には、測定しているすべての医療機関の除痛率が60%以上となる。

・２９年度には、測定しているすべての医療機関の除痛率が80%以上となる。

「満足度調査」を測定している医療機関で、満足度が毎年改善される。

・２６年度には、満足度が60点以上の患者・家族・遺族が60%となる

・２９年度には、満足度が60点以上の患者・家族・遺族が90%となる

全てのがん患者とその家族が

療養場所を問わず、質の高い

緩和医療を受ける事ができ、

安心して療養生活を維持するこ

とができる。

【目標】

①患者・家族・遺族満足度

　満足度が60点以上のがん患

者とその家族・遺族が90%以

上となる

②精神的痛みも含む除痛率

　測定しているすべての施設で

の除痛率が80%以上になる。



本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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（１）沖縄県地域統括相談支援センターの概要

１．概要

• 沖縄県地域医療再生基金を利用して，２０１１年１０月琉球大学医学部附属
病院外来棟3階に開設．

• センター長（兼任），ピアサポーター（看護師）1名，事務職員2名（1名は琉球
大学の独自予算からの応援）の計4名で活動

• 琉球大学病院がんセンタースタッフ10名が協力・後方支援

２．主な活動

（１）がんピアサポート

（２）がんピアサポーター人材育成

（３）相談支援活動調査

（４）がん患者・がん患者会等関係者

及びがん対策関係者との連携推進

（５）小児がんに対する情報提供，相談支援

（６）希少がん，難治がんに対する情報提供，

相談支援
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（２）院外がんピアサロン

沖縄県庁ロビー 大手書店
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（３）宮古医療圏がん患者会と医療関係者等の意見交換会

• 日時：2014年12月12日

• 場所：沖縄県立宮古病院（沖縄県がん診療
支援病院）

• 参加者：がん患者11名，
宮古病院（院長以下8名），
宮古福祉保健所（所長以下4名），
沖縄県（担当者1名），
地域統括相談支援センター

（センター長以下3名）
第１部 講演会
（１）病院長；宮古医療圏のがん医療について
（２）保健所長；保健所が行っているがん対策
（３）患者会；宮古病院への要望について
第２部；全体討論

• 次回は，2015年3月に開催（定期開催へ）
• 八重山医療圏では，2015年2月5日開催予定
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本日の内容

１．沖縄県がん診療連携協議会

２．がん患者に対する就労支援

３．がん登録部会

４．緩和ケア部会

５．研修部会

６．相談支援部会

７．地域ネットワーク部会

８．普及啓発部会

９．がん政策部会

１０．沖縄県地域統括相談支援センター

１１．沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センター
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沖縄県在宅医療人材育成・質の向上センターの概要
１．経緯

• 沖縄県地域医療再生基金を利用して，２０１３年１１月琉球大学病院がんセンター内に開設

• センター長（兼任），事務職員2名（データ集計・分析）の計3名で活動

• 琉球大学病院がんセンタースタッフ10名（特に診療情報管理士2名）が協力・後方支援

２．在宅医療人材育成分野

（１）在宅医療人材育成事業検討委員会の運営

（２）医療者等の県外での研修への派遣と県内での研修会の企画開催

（３）施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・老人ホーム・宅老所等）に対し

「施設での看取りのための研修会」を開催

（４）沖縄県統一在宅緩和ケア地域連携クリティカルパス

（５）がんの在宅医療に関する情報の県民への普及啓発

（沖縄県在宅緩和ケアマップ）

３．がん医療の質の向上分野に関する主な活動

（１）院内がん登録データの分析・公開

（２）Ｑｕａｌｉｔｙ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ（ＱＩ）の登録・分析・フィードバック

（３）Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｖｅ Ｓｔａｇｉｎｇ（ＣＳ）の登録・分析

（４）医療機能調査の分析
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「患者・現場・地域の声」をもとに，がん対策を
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